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公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針



工事名：第1旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ南ｳｲﾝｸﾞ増改築工事　
概　要：第1旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙの改修にあたり、ﾀｰﾐﾅﾙ施設の既存躯体及び大屋根・ｼﾞｬﾝﾎﾞ

ｻｯｼの一部を有効利用することでｺｽﾄ縮減を図った。

既存躯体の有効利用既存躯体の有効利用

　
○ 第１旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙの改修のうち、ﾀｰﾐﾅﾙ施設の既存躯体及び大屋根・ｼﾞｬﾝﾎﾞｻｯｼの
　 一部を有効利用することでｺｽﾄ縮減を図った。　
○ 対象工事費：３０，６４０百万円、縮減額：２，１１０百万円、縮減率：６．４％

効　果：

成田国際空港株式会社

「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」
【 施策名： (1) 工事コストの低減　１）工事の計画･設計等の見直し　① 計画手法の見直し　】

第１旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ南ｳｲﾝｸﾞ（工事中）



効　果：

概　要 ： （従来）
フリューム開水路に改修

（新）
ひび割れ補修＋部分打替

① 産業廃棄物処理量を抑制できる。（１８８m3→５４m3　約７０％抑制）
② 工期の短縮が可能。

■建設費が１５３百万円から６５百万円に縮減。　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　（縮減額　８８百万円、縮減率　約５８％）

③ 建設費の縮減が可能。

（延長 約200m） （延長 約200m）

独立行政法人水資源機構　香川用水総合事業所

工事名 ：舗装開水路補強工事

舗装開水路補強手法の計画見直しによるコスト縮減舗装開水路補強手法の計画見直しによるコスト縮減

従来

ﾌ ﾘ ｭ ｰ ﾑ 開 水 路

今回

ひ び 割 れ 補 修 ＋ 部 分 打 替

全面改築 既存施設利用

補強方法
の見直し

「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」
【 施策名： (1) 工事コストの低減　１）工事の計画･設計等の見直し　① 計画手法の見直し　】



　

工事名：今治Ｃ－２地区道路概成工事
概　要：（従来） 　　　　　　　　　（新）
　　　　地盤改良（ＣＤＭ）　⇒　造成協力による地盤改良工及び擁壁の削減
　　　　擁壁（テールアルメ）

地権者の造成協力による地盤改良工及び擁壁の削減地権者の造成協力による地盤改良工及び擁壁の削減

① 造成協力により法面を緩勾配にすることで地盤改良工を行うことなく造成が可能
② 地盤改良工及び擁壁の削減により工期短縮が可能（約３ヶ月） 　

　　■ 当該範囲の工事費を、５５百万円から１３百万円に縮減。
　　　　　　　　　　　　（縮減額４２百万円）

効　果：

都市再生機構（旧地域振興整備公団） 今治都市開発事務所

「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」
【 施策名： (1) 工事コストの低減　１）工事の計画･設計等の見直し　① 計画手法の見直し　】

（従来）

地盤改良

地
区
境
界

地
区
境
界

（新）

緩勾配

造成協力

盛土盛土

施工手順施工手順

地盤改良工

擁壁

盛土盛土 盛土
（追加）擁

壁



　

　　　浮体構造ゲートの採用によりコスト縮減　　　浮体構造ゲートの採用によりコスト縮減
　

　工事名：　角間川第二築堤工事
　概　要： 　（従来） 　　　　　　　　　（新）

　　　　　　　鋼製スライドゲート　　⇒　　浮体構造ゲート　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①門柱・管理橋が不要となり、工事費が縮減される
②工期の短縮　
③維持管理費の低減

■樋門の工事費を８００万円から３２７万円に縮減　　　　　　　　　
　　　　　　（縮減額　４７３万円、縮減率　約６０％）

効　果：

国土交通省　東北地方整備局　湯沢河川国道事務所

（鋼製スライドゲート) （浮体構造ゲート)　

「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」
【 施策名： (1) 工事コストの低減　１）工事の計画･設計等の見直し　③ 設計方法の見直し　】



「公共事業コスト縮減対策に関する新行動指針」
【 施策名： (１) 工事コストの低減　１）工事の計画・設計等の見直し　③設計方法の見直し 】

竹割り型構造物掘削工法の採用によりコスト縮減竹割り型構造物掘削工法の採用によりコスト縮減

工事名：萩・三隅道路飯井第一橋下部工事
概　要：（従来） 　　　　　　　　　（新）
　　　　切土掘削＋法面保護工　　⇒　竹割り型構造物掘削工法

　　

工事名：萩・三隅道路飯井第一橋下部工事
概　要：（従来） 　　　　　　　　　（新）
　　　　切土掘削＋法面保護工　　⇒　竹割り型構造物掘削工法

① 地山の掘削面積を最小限に抑えられるため、自然環境に与える影響が小さく
　 できる。　
② 長大な人工斜面の維持・管理費が不要。　
　　■ 急傾斜地における橋梁下部工事費を、１８１百万円から１７０百万円に縮減。

　（縮減額　１１百万円、縮減率　約６％）

効　果

「公共事業コスト縮減対策に関する新行動指針」
【 施策名： (１) 工事コストの低減　１）工事の計画・設計等の見直し　③設計方法の見直し 】

（従来工法） （新工法）

リングビ－ム

吹付コンクリ－ト

国土交通省　中国地方整備局　山口河川国道事務所



　

事業名：京都市道高速道路２号線建設事業
概　要：橋脚柱部に鋼製橋脚とＲＣ橋脚とを合成構造として接合することにより、コス
　　　　ト縮減を図りました。

複合構造の採用による橋梁構造の合理化複合構造の採用による橋梁構造の合理化

①鋼製橋脚のｱﾝｶｰﾌﾚｰﾑを省略することによって、コスト縮減が図れます。 　
　■縮減額　１１０百万円

効　果：

阪神高速道路公団

「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」
【 施策名： (1) 工事コストの低減　１）工事の計画･設計等の見直し　③ 設計方法の見直し　】

ケーソン基礎

? ? ?

アンカーフレーム

従来工法

ケーソン基礎

? ? ?

R C ? ?

新工法

? ? ?

R C ? ?

下部構造との定着のため
鋼構造の中にＣｏ打設

ダイアフラム

下部ＲＣ構造の鉄筋



　

概　要：

　灯浮標の重錘（おもり）にスラブ鋼（くず鉄）を利用した重錘を採用。

浮標用スラブ重錘の採用によりコスト縮減浮標用スラブ重錘の採用によりコスト縮減

・材料費の低減、製造期間の短縮による製造コスト縮減
・従来の鋳物に対し優れた加工性による取付コスト縮減
　■製造コスト縮減効果（L-1型標体の場合）３５５千円　　２３５千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△３４％縮減
　

効　果：

国土交通省　海上保安庁

「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」
【 施策名： (1) 工事コストの低減　１）工事の計画･設計等の見直し　③ 設計方法の見直し　】

使用材料の変更

〔鋳物〕→〔スラブ鋼（くず鉄）〕

　　　　

　　　　製造・取付コストの縮減

　・材料費の低減
　・製造期間の短縮
　・加工性の向上
　　（従来の鋳物はボルト穴開け、溶接不可）



概　要：桁端切欠部の補強工事において、ジャッキアップ用の仮設縦横桁を増設して、
増設縦横桁をジャッキアップする工法から既設主桁を直接ジャッキアップする
工法に変更した。

桁端切欠部補強工法の見直し桁端切欠部補強工法の見直し

　

増設縦横桁（仮設）を省いたことにより工程短縮及び鋼重が減りコスト縮減に
なった。

鋼重　約６２０ｔ　減　　コスト縮減額　約８０５百万円　減　（▲17.5％）

効　果：

「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」
【 施策名： (1) 工事コストの低減　１）工事の計画･設計等の見直し　④ 技術開発の推進　】

コスト縮減前工法

増設桁をジャッキアップ

既設主桁間にジャッキ
アップ用の仮設縦・横
桁を設置

コスト縮減後工法
桁端切欠部

主桁を直接ジャッキアップ

ジャッキアップスペー
ス確保のため拡幅

首都高速道路公団



工事名：幹線水路法面補強工事
概　要：（従来） 　　　　　　　　　　　　 （新）
　　　　　棒状補強材による法面補強工法　　 攪拌混合補強体による法面補強工法
　　　　　（グランドアンカー工法）　　　　 （ラディッシュアンカー工法）

法面補強工事における工法の見直しによるコスト縮減法面補強工事における工法の見直しによるコスト縮減

「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」
【 施策名： (1) 工事コストの低減　１）工事の計画･設計等の見直し　④ 技術開発の推進　】

① 従来工法に比べ、広範囲の既設法面に適用可能。
② 地山・盛土内部の改良により、地震に対する高い補強効果。　
③ 従来工法に比べて施工機械が小規模により、仮設費の縮減。
　　■ 法面補強工事費を、１９４百万円から１０１百万に縮減。

　　（縮減額　９３百万円、縮減率　約４８％）

　

効　果：

独立行政法人水資源機構　愛知用水総合業事業部

35
°

定着長Ｌ＝9.5m
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吹付のり枠工
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展　　開　　図

（従来） （新）

新工法採用

アンカー１本当たりの径：細い

アンカー長：長い

アンカー１本当たりの径：太い

アンカー長：短い



工事名：留萌ダム建設事業の内　堤体建設第１期工事
概　要：従来、ダムの基礎岩盤面の仕上掘削は、ピックハンマを用いて人力で掘削して
　　　　いましたが、施工業者のＶＥ提案により、ツインヘッダ掘削機を用いた機械掘
　　　　削を行いました。また、留萌ダム基礎岩盤で機械掘削を行っても、強度などに
　　　　問題が無いか、事前に試験掘削を行って確認しております。

ＶＥ提案による岩盤仕上掘削の機械化・省力化ＶＥ提案による岩盤仕上掘削の機械化・省力化

　
・機械化掘削により、作業スピードアップ、コストダウンが図られました。 　
・作業スピードアップにより、岩盤面の保護もスムーズに行うことができました。
・岩盤仕上掘削費を、１１０百万円から１０１百万円に縮減。
　　（縮減額　９百万円、縮減率約　８％）

効　果：

国土交通省　北海道開発局

「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」
【 施策名： (1) 工事コストの低減　2) 工事発注の効率化等　⑧ 入札・契約制度検討　】

ピックハンマ人力掘削
従来工法

概念図

ツインヘッダ機械掘削
縮減工法



特定構造物改築における重点整備・事業期間短縮によるコスト縮減

工事名：ＪＲ第３太田川橋梁改築事業（北上川上流）
概　要：ＪＲ第３太田川橋梁について、事業の重点化・集中投資により、事業期間を４年短縮しました。

効　果：　
●橋梁形式では変更する鉄道敷がＪＲ平泉駅構内まで影響するなど事業規模が大きくなることか
　ら、現在の鉄道敷高さを変えない計画に変更し、その後重点集中投資により事業期間を４年短
　縮することができました。これにより、太田川流域の家屋浸水被害や農地の浸水被害の防止効
　果を４年早く得ることができました。４年分の事業便益は工事コストに換算すると約12億円
　になります。

◆４年間の事業期間短縮により、12億円の縮減効果が得られます。

国土交通省　東北地方整備局　岩手河川国道事務所

太
田
川
↓

ＪＲ第３太田川橋梁

至　仙台 至　盛岡

当初計画
・橋梁形式
・事業期間～H19

○４年短縮

実施内容
・遮水壁土堤方式
・事業期間～Ｈ15

◎４年早く得られた被害防止効果による
　大きな事業便益

「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」
【 施策名： (2) 工事の時間的コストの低減（Ⅱ）　】



工事名：橋本二丁目歩道融雪施設設置工事
概　要：（従来）　　 （新）
　　　　「電熱線方式」 ⇒「遠赤外線方式」を活用。（NETIS登録技術）

遠赤外線を用いた歩道融雪施設による電気料金の縮減遠赤外線を用いた歩道融雪施設による電気料金の縮減

　

? 従来の発熱電線に加え、アルミ合金メッシュを布設し加温されるアルミ合金から放
射される赤外線エネルギーが融雪効果をもたらすため、赤外線のエネルギー分だけ
電力消費量を抑えることが可能となった。

? 電熱線方式250W/m2－遠赤外線方式200W/m2＝50W/m2消費電力縮減
? 電気料金が１ｼｰｽﾞﾝ（800時間・2,456m2）で1,400千円縮減（20％縮減）

効　果：

国土交通省　東北地方整備局　青森河川国道事務所

「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」
【 施策名：（３）ライフサイクルコストの低減　Ⅲ②施設の省資源・省エネルギー化　】

〔電熱線方式・250W/m2〕 　〔遠赤外線方式・200W/m2〕

電熱線 電熱線 ｱﾙﾐ合金



効　果：
　① 点検の簡素化（内容・頻度等の見直し）
　② 照明効率（ルーメン／ワット）の高いランプの採用により電気料金を縮減　
　　 ■ 維持管理費を４３１百万円から２３４百万円に縮減。

　　（縮減額　１９７百万円、縮減率　約４６％）

概　要：疲労耐久性を大幅に向上させた照明柱の採用により、基部の点検を簡素化し費
　　　　用の縮減を図る。また、照明効率の高い高圧ナトリウム灯を採用することによ
　　　　り維持費の縮減を図る。

照明柱改良による維持管理費の縮減照明柱改良による維持管理費の縮減

首都高速道路公団

「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」
【 施策名：（３）ライフサイクルコストの低減　Ⅲ②施設の省資源・省エネルギー化　】

従来型照明柱と水銀灯 新型照明柱と高圧ナトリウム灯



国土交通省　港湾局

　

工事名：三河港　泊地（－１２ｍ）（埋没）浚渫工事
概　要：　　（従来） 　　　　　　（変更）　　　　　
　　　　土砂処分場へ揚泥　⇒　深掘跡に直投

他事業への連携により浚渫土砂の土捨て費用を縮減他事業への連携により浚渫土砂の土捨て費用を縮減

① 他事業の埋土事業との連携により、土砂処分場への揚泥費が削減できる。
　（縮減額　１３５百万円） 　
② 従来の浚渫工事に比べ工事費を約１／２に縮減できるため、航路泊地の早期
　 完成が可能となり、便益の早期発現が期待できる。

効　果：

「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」
【 施策名： (４) 工事における社会的コストの低減　Ⅳ②工事における環境改善　】

　 揚泥費を削減

（従来）

浚渫土砂を揚泥

浚渫土砂を直投

（変更）



国土交通省公共事業コスト構造改革プログラム



公共事業の構想段階における住民参加手続きｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの概要公共事業の構想段階における住民参加手続きｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの概要

○ 美化清掃、修景などの施設管理において
も、事案に応じ、地方公共団体と連携し、
住民参加の取組みを充実

目的
○構想段階からの情報公開・提供の
努力、住民参加の促進

○事業者、住民、その他関係者が各々
の役割を認識した上で責任を果た
しつつ、住民等との協働の下で事
業の公益性及び必要性について適
切な判断を行うなどにより事業を
円滑に推進

取組みの充実
○各事業における実績の積み重ねを
　踏まえ、今後もガイドラインを
整　備、充実

対象の考え方
○国土交通省所管の直轄事業及び公
団等事業は右の手続きを活用

○特に大規模で影響が大きい事業
は、右の一連の手続きを基本とし
て実施

○ 地方公共団体に対し、本通知の趣旨を周知

事業実施（着工）

把握した住民意見を踏まえ、事業者は一の案に決定
住民の意見概要、意見に対する事業者の考え方など、案の決定過程を公表

計画段階
　都市計画法等に基づく情報公開・住民参加手続き
　計画案検討→計画決定

手続きの円滑化のための組織の設置（事業の特性･事案の性質上、必要な場合）

〇学識経験者等及び事業に関係のあ
　る関係者からなる意見の集約・調
　整のための組織【協議会】

○学識経験者等からなる住民参加手
　続きの内容又は複数案の検討方針
　等について客観的な助言を求める
　ための組織【第三者機関等】

ガイドラインによる
標準的な手続き

複数案の作成、公表
当該事業を行わないこととする案が含まれていることが望ましい

基本となる住民参加手続き

住民等の意見の把握のための措置
複数案について、HPへの掲載等ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの利用、説明会・公聴会の開催、意
見書の受付け等により、住民の意見を十分に把握
○案の各々につき、提示した背景及び理由、案の内容、ﾒﾘｯﾄ･ﾃﾞﾒﾘｯﾄなど住
　民等の比較検討・判断をする上で必要かつ十分な情報を公開・提供
○住民の意思形成に十分な時間を確保
○手続きの内容・ｽｹｼﾞｭｰﾙ等も決定ごとに速やかに公表　

構想段階

「国土交通省　公共事業コスト構造改革プログラム」
【 施策名： (1) 事業のスピードアップ 【１】合意形成・協議・手続きの改善 】

国土交通省
大臣官房技術調査課



山林保全制度を導入しコスト縮減山林保全制度を導入しコスト縮減

効　果：
● 付替林道の３路線について、道路の付替に代わり、林道の受益範囲の買収を行う。
● 付替林道工事費を山林保全制度負担額に置き換えることにより７，５１４百万円から
　 １，５３９百万円に減額
　（縮減額　５，９７５百万円　縮減率　約80%）

事業名：志津見ダム建設事業

概　要：　　（従来）　　　　　　　　　　　　　　（新）　　　　　　　
　　　　ダムの付替林道整備　　　　⇒　　　　受益範囲の買収　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　

国土交通省　中国地方整備局　斐伊川･神戸川総合開発工事事務所

ダム建設後ダム建設後

従来 新

「国土交通省　公共事業コスト構造改革プログラム」
【 施策名： (２) 計画・設計から管理までの各段階における最適化 【１】計画・設計の見直し 】



「国土交通省　公共事業コスト構造改革プログラム」
【 施策名： (２) 計画・設計から管理までの各段階における最適化 【１】計画・設計の見直し 】

概　要：将来の計画交通量が少ない２車線の道路において、必要なサービス速度（例えば80km/h）を
確保する構造基準を新たに導入

　　　　 ○ 追越区間付き２車線構造の導入
　　　　　　（サービス速度を確保するために、必要に応じ追越しのための付加車線を設置）
　　　　 ○ あわせて、インターチェンジの簡素化、最大縦断勾配や最小曲線半径の緩和を図る

高規格幹線道路における追越区間付き２車線構造の導入高規格幹線道路における追越区間付き２車線構造の導入

国土交通省　道路局　

【従来の構造】 【地域に応じた構造】

コストのかかる
トンネル・橋等を減少

４車線→２車線

中央帯 車線車線 路
肩

路
肩

4車線の断面構成

分離2車線の断面構成

車線
路
肩

路
肩 車線

中
央
帯

　

効　果：

◆道路整備のスピードアップ

◆コスト縮減

•工期が短縮され、効果が早期に得られる。（２～３割短縮）

•車線数を少なくすることにより用地費、盛土･切土量等のコストが
削減（２～３割削減）

•線形が緩和されることにより、トンネル・橋等のコストのかかる構
造物が減少する（３～４割縮減）

注）括弧内は試設計結果
　　４車線に対する比率



　

工事名：細島港（外港地区）南沖防波堤
概　要：水理模型実験を行うことによって、基準によらないその地域海域にあった断面
　　　　を検討した。

水理模型実験の検証による規格等の見直し水理模型実験の検証による規格等の見直し

効　果：

国土交通省　九州地方整備局　宮崎港湾・空港整備事務所

「国土交通省 公共事業コスト構造改革プログラム」
【 施策名： (２) 計画・設計から管理までの各段階における最適化 【１】計画・設計の見直し 】

構造断面の大幅な縮小と材料費の低減より、約１５％のコスト縮減が可能になった。

［中詰材］

19.5m45.4m

ﾌｪﾛﾆｯｹﾙ水砕ｽﾗｸﾞ

56.9m 23.0m

［中詰材］砂

基準の断面 見直し断面



　

工事名：熊本港（本港地区）防波堤（南）
概　要：超軟弱地盤における軟着式防波堤の設計において、現行の設計手法を見直し、
　　　　現地実証試験により新設計手法(地域特性)を確立した。

設計の高度化によるコスト縮減設計の高度化によるコスト縮減

杭を長くすることにより堤体の縮小化が図られた。　
■ 堤体築造費を、７．４億円から４．１億円に縮減。
　（全体で縮減額３．３億円、縮減率　約４４％）
　　平成１５年度の縮減額は45百万円

効　果：

●堤体幅の縮小
●杭サイズの変更
●底版、バットレス
　の鉄筋量削減

「国土交通省 公共工事コスト構造改革プログラム」
【 施策名： (2) 計画・設計から管理までの各段階における最適化　 【1】設計・設計の見直し 】

国土交通省　港湾局



　

概　要：

設計の総点検設計の総点検

構造物の形状・形式の変更、新技術の活用、周辺の事業との連携等、あらゆる
観点からの設計の見直しによるコストの縮減

効　果：

至：熊本

至：大分至：宮崎

至：延岡市内

本線１号橋
C=994.7百万円

Ｉ・Ｊランプ橋
C=134.0百万円

本線２号橋
C=265.0百万円

Ｂランプ１号橋
C=188.2百万円Ｂランプ２号橋

C=73.0百万円

Ｂランプ３号橋
C=353.9百万円

Ｃランプ１号橋
C=151.1百万円

Ｃランプ２号橋
C=270.3百万円 Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ
Ｇ

Ｈ

ＩＪ

Ｊ
橋梁構造部

※将来必要分

至：熊本

至：大分至：宮崎

至：延岡市内

本線１号橋
C=994.7百万円

Ｉ・Ｊランプ橋
C=134.0百万円

本線２号橋
C=265.0百万円

Ｂランプ２号橋
C=73.0百万円

Ｃランプ１号函渠
C=44.5百万円

Ｈランプ１号函渠
C=118.2百万円

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

ＦＧ

Ｈ

ＩＪ

Ｊ

Ｂランプ３号橋
C=151.8百万円

Ｊランプ函渠
C=72.6百万円

Ｃランプ２号橋
C=172.4百万円

変更箇所
函渠構造部

国土交通省　大臣官房技術調査課

「国土交通省 公共事業コスト構造改革プログラム」
【 施策名： (2)計画・設計から管理までの各段階における最適化【1】計画・設計の見直し 】

国土交通省においてストックされている全ての設計を対象として、予備設計か
ら詳細設計、発注、施工まで、様々な設計の段階に応じた点検項目により、設
計の見直しを図る。

ランプとの交差部を橋梁構造として設計 橋梁の縮小化及び函渠構造への変更によりコスト縮減

【交差部の道路構造の見直しの例】



概　要：設計時にVE検討組織を設置し、基本設計あるいは実施設計に対しての代替案を
　　　　提出し、検討を行う方式

設計ＶＥ実施、成果の活用設計ＶＥ実施、成果の活用

国土交通省　大臣官房　官庁営繕部

「国土交通省 公共事業コスト構造改革プログラム」
【 施策名： (２) 計画・設計から管理までの各段階における最適化　【１】計画・設計の見直し 】

　

効　果：
目的物の機能を低下させずに
コストを縮減するまたは、
同等のコストで機能を向上させる

安全性、耐久性等を損なわず
　建設コストの縮減
　ライフサイクルコストの縮減
　成果の今後の事業への活用

建設コスト・ライフサイクルコストの縮減

他事業への活用

計　画

基本設計

実施設計

契約施工

データベー
スの作成

設
計
Ｖ
Ｅ
の
実
施

実施例の蓄積



概　要：民間で開発された優れた技術の公共工事への活用を促進するため、技術の
　　　　適切な評価、多様な入札契約方式の活用、技術情報の一般への提供等、技
　　　　術活用に関する取り組みを総合的に行う。

公共工事における技術活用システム公共工事における技術活用システム

　
① 公共工事の品質の確保とコストの低減
② 技術力に優れた企業が伸びる環境づくり
③ 民間分野の新技術開発の取り組みの促進

効　果：

国土交通省　大臣官房技術調査課

「国土交通省 公共事業コスト構造改革プログラム」
【 施策名： (2) 計画・設計から管理までの各段階における最適化 【２】新技術の活用 】

●平成16年8月末日現在でNETIS（新技術情報提供　
　システム）から検索できる新技術は約3,400技術

●平成15年度は直轄工事において、約1,700件の　　
　工事で新技術を活用

●平成15年度は、以下のテーマを公表し、新技術　
　の公募を行った（29技術を選定）　　　　　　

・除草発生材・樹木剪定材・流木等のリサイクル技術
・浚渫土砂のリサイクル技術
・社会資本の維持管理に要するコストを縮減する技術
・ヒートアイランド対策技術
・公共事業の画期的なコスト縮減につながる新しい計画、
　設計から材料、施工法に至る各分野の技術等



概　要：従来の換気制御は、トンネル坑内環境をもとに換気制御を行うため、後追い制
　　　　御となっていた。新方式では、簡易交通量計とファジィー理論の組み合わせで、
　　　　坑内環境の悪化を予測して制御することで、管理目標値に近い最適な換気を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
効　果：

　① 坑内環境に合わせて、効率的で最適な換気を行うことにより、電力量が削減
　　 でき、コスト縮減になる。
　② 消費電力量約７０％縮減（南但馬トンネルの実験結果による試算）。
　　 ■電力料金を年間８４０万円から３７０万円に縮減。
　　　　（縮減額　４７０万円、　縮減率　約５６％）

国土交通省　近畿地方整備局　豊岡河川国道事務所

トンネル換気設備の制御方式の見直しによる電力量の削減検討トンネル換気設備の制御方式の見直しによる電力量の削減検討

「国土交通省 公共事業コスト構造改革プログラム」
【 施策名： (2) 計画・設計から管理までの各段階における最適化 【２】新技術の活用 】
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「国土交通省 公共事業コスト構造改革プログラム」
【 施策名： (2) 計画・設計から管理までの各段階における最適化 【3】管理の見直し 】

道路構造物の効率的な管理手法によるコスト削減道路構造物の効率的な管理手法によるコスト削減

日本道路公団

概　要：道路構造物の劣化予測や最適な補修工法の選定を行うことにより、道路構造物
　　　　の使用期間中に必要な管理コスト（ＬＣＣ：ライフサイクルコスト）を最小化
　　　　する効率的な管理手法を構築
　　　　従来）状態の悪いところから手当てを行う対処療法的な管理手法
　　　　今後）中長期的視点からＬＣＣを最小化するような管理手法

効　果：
　○老朽化が増加する道路構造物に必要な管理コストの平準化とトータルコストの削減
　○道路構造物の延命化により、社会的影響の大きい大規模補修や更新の最小化
　○社会インフラの道路管理者として、説明責任の客観性を確保

n 今後の劣化の進み方と、様々
な種類の補修工事を実施した
場合の性能の変化を予測する

劣化予測劣化予測

経年

性
能

劣化度予測曲線

対策 A 対策 B

対策 Ｃ
対策 Ｃ 対策 Ｃ

対策 Ａ

対策 Ｂ

対策 Ｃ

：小規模補修を短サイクルで実施したイメージ

：性能劣化に伴い補修、改良を実施したイメージ

：限界性能まで補修をしないで更新するイメージ

n 今後の劣化の進み方と、様々
な種類の補修工事を実施した
場合の性能の変化を予測する

劣化予測劣化予測

経年

性
能

劣化度予測曲線

対策 A 対策 B

対策 Ｃ
対策 Ｃ 対策 Ｃ

対策 Ａ

対策 Ｂ

対策 Ｃ

：小規模補修を短サイクルで実施したイメージ

：性能劣化に伴い補修、改良を実施したイメージ

：限界性能まで補修をしないで更新するイメージ 経年

総
費
用

対策 B

対策 Ｃ

n 道路の 使用期間における対象
構造物の総補修費用（ＬＣＣ：
ライフサイクルコスト）を最
小化するという視点で、もっ
とも相応しい工法及び補修・
更新時期を選定する

管理計画策定管理計画策定

対策 A

n 右図の事例の場合、ＬＣＣが
最小となる対策Ａで管理計画
を策定する 経年

総
費
用

対策 B対策 B

対策 Ｃ対策 Ｃ

n 道路の 使用期間における対象
構造物の総補修費用（ＬＣＣ：
ライフサイクルコスト）を最
小化するという視点で、もっ
とも相応しい工法及び補修・
更新時期を選定する

管理計画策定管理計画策定

対策 A対策 A

n 右図の事例の場合、ＬＣＣが
最小となる対策Ａで管理計画
を策定する



　

概　要：　トンネルなどのコンクリート構造物劣化診断
　　　　　（従来） 　　　　　　　　　　　　（新）
　　　　　　点検ハンマーによる人力点検　⇒　打音発生装置
　　　　　　熟練点検者による判断　　　　⇒　打音解析装置

既設構造物の非破壊劣化診断技術の開発既設構造物の非破壊劣化診断技術の開発

① 機械化により定量的な劣化状態が把握可能となる。　
② 作業の効率化による作業コストの縮減。（縮減率４０％）
③ 作業規制による渋滞の縮小。　

効　果：

国土交通省　総合政策局　建設施工企画課

「国土交通省 公共事業コスト構造改革プログラム」
【 施策名： (2) 計画・設計から管理までの各段階における最適化　【3】管理の見直し 】

　

打音点検車打音点検車打音点検車
（従来：人力）

（新：点検車）



工事名：ＩＴ関連施設整備工事（５件）　
概　要：（従来）　　　（新）
　　　　監視員等　 ⇒ 　ＩＴ関連施設による集中管理

ＩＴを活用した施設管理によるコスト縮減ＩＴを活用した施設管理によるコスト縮減

効　果：① 公園管理センターで一括監視・情報の集中管理。
　　　　② 映像記録の活用による施設管理や危機管理機能の強化。
　　　　　 ■１０年間でのコスト比較　２５２百万円から１６３百万円に縮減
　　 　　　（縮減額　８９百万円、縮減率　約３５％）

国土交通省　九州地方整備局　国営吉野ヶ里歴史公園事務所

「国土交通省 公共事業コスト構造改革プログラム」
【 施策名： (２) 計画・設計から管理までの各段階における最適化　【３】管理の見直し 】

監視員等による施設管理

光ケーブル

ＩＴの活用による施設管理



新しい契約方式の試行によるコスト縮減新しい契約方式の試行によるコスト縮減

独立行政法人水資源機構　徳山ダム建設所

「国土交通省 公共事業コスト構造改革プログラム」
【 施策名：（３）調達の最適化　【１】入札契約の見直し 】

概　要：　通常の入札方式では落札者となる業者に、さらに工事コスト縮減に関する技術
提案を求めることを通じて協議を行い、合意に至った内容で契約する方式（技
術提案付価格合意方式）により契約することにより、工事の品質を確保した上
でコスト縮減を図る。

効　果：

　

① 民間の技術力やノウハウを活用
② 現場の生産性の向上や工期短縮等によるコスト縮減を図る

■工事契約額を 6,16８百万円 から 6,02８百万円 に縮減。

　　（縮減額　140百万円、縮減率　約2.2％）

（従来）

入　　　札

　（落札者を決定）

契 約 を締 結

技 術 提 案 等

合　意

落札予定者からの

技術提案等の内容について協議

入　　　札

　（落札予定者を決定）

合意内容に基づき契約を締結

（新）



出来高部分払い方式の導入に向けた試行の実施出来高部分払い方式の導入に向けた試行の実施

国土交通省　大臣官房技術調査
課

「国土交通省 公共事業コスト構造改革プログラム」
【 施策名：（３）調達の最適化　【１】入札契約の見直し 】

概　要：　
○効率的な検査方法への改善　
等

従来の一般的な方式
前払金
40%以下

着手 完成

※　平成１５年度末までに完成した試行工事（８５件（うち　H1４年度完成工事:18件　H15年度完成工事:67件））

○『品質・技術力の向上』
　　発注者側約５割、請負者側約６割が、工事の品質が向上する傾向にあると回答　　

○ 『受注者の財務状況の改善』
　　元請約４割、下請約３割が、本方式により、借入金の削減、資金計画が立てやすくなり
　　財務状況の改善効果があると感じていると回答

○『単価合意』
　　発注者側約６割、請負者側ほぼ全てが、単価合意を行ったほうが良いと感じていると回答

○『既済部分検査の作業量』
　　発注者側約５割、請負者側約６割が、作業量が増加したと回答
　　発注者側約３割、請負者側約４割が、作業量は変わらないと回答　　　

出来高部分払方式の効果と課題について得られた具体的な意見の一例
　 ・「施工の区切り毎に部分払を行うことで、工事進捗の遅れに対する意識が高まった」(積算担当者)
　 ・「出来高精算することにより、銀行への借入れが発生しなくなり資金繰りが楽になった」（経営者）
　 ・「元請から現金で受け取ることで安心でき、二次下請に現金で支払うことで信用不安がなくなる」（下請）
　 ・「既済部分検査時の指摘はその後の施工において是正され、最終的には品質及び出来ばえの向上が期待できる。」（検査官、現場代理人）
　 ・「効果をあげるには、本方式を十分理解し、元請・下請共に全社挙げて取り組むことが必要」（下請）

○ より双務性の高い設計変更

○ 受発注者のコスト意識の向
　 上

○ 請負者・下請業者への
工事代金の速やかな流通
による経済効果の早期発現

○ 受注者の財務状況の改善

○ 工事の品質の向上

○ 受発注者の技術力の向上

等

期待される効果

主な課題
　　

　　　　フォローアップ結果を踏まえ、検査の一層の効率化を図るための
　　「既済部分検査技術基準（案）」を策定（平成１６年３月３０日通達）

主なフォローアップ結果

出来高部分払方式
前払金
40%以下

着手 完成短い間隔で出来高に応じて支払

　：支払、　：設計変更協議（当初２０％まで）

対応策



ユニットプライス型積算方式についてユニットプライス型積算方式について

国土交通省　大臣官房技術調査課

「国土交通省 公共事業コスト構造改革プログラム」
【 施策名：（３）調達の最適化　【２】積算の見直し 】

あ

鉄筋工鉄筋工

15 t×89,110円/t
= 1,336,650 円

鉄筋 1.03×37,000円 = 38,110円

鉄筋工 1×51,000円 = 51,000円

合計（1ｔ当たり） 89,110円

特殊作業員

コンクリート

合計 15,300,000円

◎材料費

◎労務費・機械費

型枠工

普通作業員

15.7人×18,100円/人 = 284,170円

10.2×10,900円 = 111,180 円

10.0人×13,900円/人 = 139,000円

･･･

･･･

合計（100m2当たり） 593,000円

型枠工型枠工

◎労務費

コンクリート工コンクリート工

◎材料費

0.40人×17,600円/人 = 5,840 円

◎労務費

普通作業員 0.54人×13,900円/人 = 7,506円･･･

･･･

◎機械経費

ポンプ車 0.10日×71,490円/日 = 7,149円

合計（10m3当たり） 138,000円

211m3×13,800円/m3
= 2,911,800円

歩掛 単価

･･･

＋

＋

＋

現行積算

503m2×5,930円/m2
= 2,982,790円
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資材調査

0
5

10
15
20
25

30
35
40

～１人

～１．５人
～２人

～２．５人
～３人

～３．５人
～４人

～４．５人 ～５人

歩掛調査

各
種
調
査
（
一
般
的
に
取
引
Ｃ
）

・機械損料調査
・諸経費調査
・市場単価調査

鉄筋 15ｔ鉄筋 15ｔ

コンクリート 211m3コンクリート 211m3

カルバート 30mカルバート 30m

あ

鉄筋工鉄筋工

15 t×89,110円/t
= 1,336,650 円

鉄筋 1.03×37,000円 = 38,110円

鉄筋工 1×51,000円 = 51,000円

合計（1ｔ当たり） 89,110円

特殊作業員

コンクリート

合計 15,300,000円

◎材料費

◎労務費・機械費

型枠工

普通作業員

15.7人×18,100円/人 = 284,170円

10.2×10,900円 = 111,180 円

10.0人×13,900円/人 = 139,000円

･･･

･･･

合計（100m2当たり） 593,000円

型枠工型枠工

◎労務費

コンクリート工コンクリート工

◎材料費

0.40人×17,600円/人 = 5,840 円

◎労務費

普通作業員 0.54人×13,900円/人 = 7,506円･･･

･･･

◎機械経費

ポンプ車 0.10日×71,490円/日 = 7,149円

合計（10m3当たり） 138,000円

211m3×13,800円/m3
= 2,911,800円

歩掛 単価

･･･

＋

＋

＋

現行積算

503m2×5,930円/m2
= 2,982,790円
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資材調査
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資材調査

0
5
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20
25
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40

～１人

～１．５人
～２人

～２．５人
～３人

～３．５人
～４人

～４．５人 ～５人

歩掛調査

0
5

10
15
20
25

30
35
40

～１人

～１．５人
～２人

～２．５人
～３人

～３．５人
～４人

～４．５人 ～５人

歩掛調査

各
種
調
査
（
一
般
的
に
取
引
Ｃ
）

・機械損料調査
・諸経費調査
・市場単価調査

鉄筋 15ｔ鉄筋 15ｔ

コンクリート 211m3コンクリート 211m3

カルバート 30mカルバート 30m

あ

実績データＤＢ

ユニットプライス型積算

510,000円/m

30m×510,000円/m

合計 15,300,000円

取引Ａ
（Ａ工事）

取引Ａ
（Ｂ工事）

取引Ａ
（Ｃ工事）

取引Ａ
（Ｄ工事） ・・・

カルバート 30mカルバート 30m

あ

実績データＤＢ

ユニットプライス型積算

510,000円/m

30m×510,000円/m

合計 15,300,000円

取引Ａ
（Ａ工事）

取引Ａ
（Ｂ工事）

取引Ａ
（Ｃ工事）

取引Ａ
（Ｄ工事） ・・・

カルバート 30mカルバート 30m

①より適切に把握できる市場価格である工種単位毎の合意単価を用いる→価格の透明性・説明性が向上
②適用するユニットの条件を明示→設計変更協議が円滑となり、契約上の双務性が向上
③目的物単位の工事費の把握が容易→出来高が明確になる
④発注者は機能もしくは物を買う積算→民間の活力が期待される
⑤積算の合理化が図られる→多大な労力を要している精緻な積算を省力化

期待
される
効果

発注者 元請業者 下請業者 供給者／労働者取引Ａ 取引Ｂ 取引Ｃ

下請業者
取引Ｂ 供給者／労働者取引Ｃ

供給者／労働者
取引Ｃ

現行積算は、資材価格調査のように取引Ｃを押さえている
ﾕﾆｯﾄﾌﾟﾗｲｽ型積算では、契約の当事者である取引Ａを押さえる

発注者 元請業者 下請業者 供給者／労働者取引Ａ 取引Ｂ 取引Ｃ

下請業者
取引Ｂ 供給者／労働者取引Ｃ

供給者／労働者
取引Ｃ

現行積算は、資材価格調査のように取引Ｃを押さえている
ﾕﾆｯﾄﾌﾟﾗｲｽ型積算では、契約の当事者である取引Ａを押さえる


